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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次
第156期

第２四半期
連結累計期間

第157期
第２四半期
連結累計期間

第158期中 第156期 第157期

会計期間

自平成23年
４月１日

至平成23年
９月30日

自平成24年
４月１日

至平成24年
９月30日

自平成25年
４月１日

至平成25年
９月30日

自平成23年
４月１日

至平成24年
３月31日

自平成24年
４月１日

至平成25年
３月31日

売上高（百万円） 25,810 28,363 28,525 56,715 55,536

経常利益（百万円） 1,245 1,081 1,585 3,135 2,567

中間（当期）純利益（百万円） 669 560 891 1,971 1,473

中間包括利益又は包括利益（百万円） 772 790 2,015 2,092 2,463

純資産額（百万円） 43,386 45,297 48,726 44,575 46,843

総資産額（百万円） 60,900 59,824 63,981 60,215 60,478

１株当たり純資産額 1,267円20銭 1,311円39銭 1,395円08銭 1,299円32銭 1,349円96銭

１株当たり中間（当期）純利益金額 20円49銭 17円15銭 27円28銭 60円35銭 45円09銭

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額
－ － － － －

自己資本比率（％） 68.0 71.6 71.3 70.5 72.9

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円）
227 3,240 2,182 △799 4,880

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円）
△743 △1,107 △1,245 △1,587 △1,988

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円）
△125 △178 248 △292 △269

現金及び現金同等物の中間期末（期末）

残高（百万円）
15,747 15,652 17,759 13,684 16,393

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）（人）

1,073

(161)

1,072

(173)

1,074

(150)

1,069

(165)

1,078

(170)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３．期末の臨時雇用者数が従業員数の100分の10を超えておりますので、年間の平均人員を（　）外数で記載し

ております。

４．第156期中（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）及び第157期中（平成24年４月１日から平成24年

９月30日まで）は、四半期報告書を提出しているため、第156期中間連結会計期間及び第157期中間連結会計

期間に代えて、第156期第２四半期連結累計期間及び第157期第２四半期連結累計期間について記載しており

ます。　
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第156期中 第157期中 第158期中 第156期 第157期

会計期間

自平成23年
４月１日

至平成23年
９月30日

自平成24年
４月１日

至平成24年
９月30日

自平成25年
４月１日

至平成25年
９月30日

自平成23年
４月１日

至平成24年
３月31日

自平成24年
４月１日

至平成25年
３月31日

売上高（百万円） － － 18,382 42,522 37,334

経常利益（百万円） － － 993 2,028 653

中間（当期）純利益（百万円） － － 690 1,384 437

資本金（百万円） － － 4,801 4,801 4,801

発行済株式総数（株） － － 32,676,976 32,710,436 32,710,436

純資産額（百万円） － － 40,037 39,367 39,478

総資産額（百万円） － － 52,497 52,944 51,509

１株当たり純資産額 － － 1,225円26銭 1,204円75銭 1,208円13銭

１株当たり中間（当期）純利益金額 － － 21円13銭 42円36銭 13円39銭

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額
－ － － － －

１株当たり配当額 － － － 10円 ８円

自己資本比率（％） － － 76.3 74.4 76.6

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）（人）

－

－

－

－

471

(74)

486

(67)

476

(69)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。　

２．第156期の配当額には会社創立100周年記念配当2円を含んでおります。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．期末の臨時雇用者数が従業員数の100分の10を超えておりますので、年間の平均人員を（　）外数で記載し

ております。

５．第156期中及び第157期中は四半期報告書を提出しているため、中間財務諸表を作成しておりませんので、記

載しておりません。
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２【事業の内容】

　日鉄住金鋼管株式会社（旧社名　住友鋼管株式会社、以下、当社という。）の企業集団は、当社及び子会社４社並

びに関連会社６社（そのうち重要な４社につきましては、持分法を適用しております。）より構成されており、その

主たる事業は、自動車・建機用鋼管、建材用鋼管の製造を行い、主として大手商社及び指定問屋を通じて国内向けの

販売及び輸出を行っております。

　　関連会社につきましては、鋼製電線管、機械構造用鋼管、引抜鋼管の製造・販売を主たる事業としております。

　　また、当社の親会社として新日鐵住金株式会社があり、鋼板、鋼管、建材等の製造・販売を行っております。

　　連結子会社及び持分法適用関連会社等の事業内容については下記のとおりであります。

　

会　　社　　名 事業内容及び企業集団における位置づけ

スミテック鋼管株式会社(鋼管事業(日本)) 主として引抜鋼管の製造並びに販売

シーモア・チュービング・インク

(鋼管事業(米国))　
米国における引抜鋼管及び機械構造用鋼管の製造並びに販売

広州友日汽車配件有限公司(鋼管事業(中国)) 中国における機械構造用鋼管の製造並びに販売

ＳＰＴアンドＳＣインベストメント株式会社

(鋼管事業(日本))

ＰＴ.インドネシア・ニッポン・スチール・パイプ、オート

モーティブ・スチール・パイプ・インディア・プライベート・

リミテッド及びニッポン・スチール・パイプ・メキシコ

S.A.DE.C.V.への出資及び管理

パナソニックエコソリューションズＳＰＴ株

式会社

鋼製電線管、鋼製電線管付属品及び引込小柱等の製造並びに販

売

パナソニックＥＳスチールタイ株式会社 タイにおける電線管、引込小柱用原管等の製造並びに販売

ＰＴ.インドネシア・ニッポン・スチール・

パイプ　　

インドネシアにおける機械構造用鋼管及び引抜鋼管の製造並び

に販売　

オートモーティブ・スチール・パイプ・

インディア・プライベート・リミテッド

インドにおける機械構造用鋼管及び引抜鋼管の製造並びに販

売　

ニッポン・スチール・パイプ・メキシコ

S.A.DE.C.V.　

メキシコにおける機械構造用鋼管及び引抜鋼管の製造並びに販

売　

　以上に述べた企業集団の概要図は、次のとおりであります。   
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３【関係会社の状況】

　当中間連結会計期間において、以下の会社は重要性が増したため、提出会社の持分法適用関連会社となっておりま

す。

名称 住所
資本金

（百万ルピー）
主要な事業の内容

議決権の所有割合

(％)
関係内容

(持分法適用関連会社）

オートモーティブ・スチー

ル・パイプ・インディア・

プライベート・リミテッド

インド

タミルナドゥ州　
1,000 鋼管事業 （注）２

インドにおける機械

構造用鋼管及び引抜

鋼管の製造並びに販

売

（注）１．主要な事業の内容欄には、セグメント情報の名称を記載しております。

　　　２．オートモーティブ・スチール・パイプ・インディア・プライベート・リミテッドはＳＰＴアンドＳＣインベ

ストメント株式会社の関連会社であり、その議決権所有割合は、45％であります。

　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成25年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数（人） 　　 　　

鋼管事業（日本） 517 ( 76 ) 　

鋼管事業（米国） 430 ( 38 ) 　

鋼管事業（中国） 88 ( 25 ) 　

不動産賃貸事業 1 ( － ) 　

全社（共通） 38 ( 11 ) 　

合計 1,074 ( 150 ) 　

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間連結会計期間の平均人員を( )外数で記載しておりま

す。　

　

(2）提出会社の状況

 平成25年９月30日現在

従業員数（人） 471 ( 74 ) 　

（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間会計期間の平均人員を( )外数で記載しております。

　

(3）労働組合の状況

　組合員数は平成25年９月30日現在514人で、提出会社の労働組合は上部団体の日本基幹産業労働組合連合会に加

盟しており、連結子会社のうち、労働組合を結成している会社の労働組合は上部団体のＪＡＭに加盟しておりま

す。

　なお、その活動方針は穏健であります。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

・国内の状況

　　当中間連結会計期間における我が国経済は、金融政策や財政政策などの経済対策を背景に、昨年までの超円高が

是正されたことにより輸出産業が持ち直しに向かい、震災からの復興に伴う需要を含め公共投資が増加するなど、

回復基調が継続しました。海外につきましては、欧州においては、財政金融不安に伴い引き続き低調に推移いたし

ました。中国においても、経済成長を維持しているものの、景気の減速基調は継続いたしました。

　　こうした中、当社グループの国内販売につきましては、主要な需要分野である自動車分野では、円安基調による

輸出増と中国における日系自動車の買い控え影響の軽減により、自動車メーカー各社とも増産となりました。

　　一方、土木・建築分野では、土木需要を中心として堅調に推移しました。

　　こうした中、当社グループといたしましては、製品販売価格・熱延コイル購入価格のスプレッド（値差）の維

持・改善に努める一方、新商品の開発やコスト合理化、品質向上等、経営基盤の強化に取り組んでまいりまし

た。　

　

・海外の状況

　　当社連結子会社のシーモア・チュービング・インク（以下、ＳＴＩという。）がある米国に関しましては、自動

車需要は堅調に推移し、米国における自動車販売は堅調に推移しました。ＳＴＩの主要な顧客である日系自動車

メーカーの生産・販売も堅調に推移しました。

　　一方、当社連結子会社の広州友日汽車配件有限公司（以下、ＧＹＡという。）がある中国に関しましては、自動

車需要は増加しました。ＧＹＡの主要な顧客である日系自動車メーカーの生産・販売については、昨年９月以降日

系自動車の買い控えにより急減いたしましたが、直近ではＧＹＡの販売数量も回復しております。

　　　

・連結業績の状況

　これらの結果、当社グループの連結業績は、連結売上高は28,525百万円、連結営業利益は1,639百万円、連結経

常利益は1,585百万円、連結当期純利益は891百万円となりました。

　

・セグメント業績の状況

　　なお、セグメントの業績は次のとおりであります。

　鋼管事業（日本）

　　売上高は19,737百万円、営業利益は891百万円となりました。

鋼管事業（米国）

　売上高は7,038百万円、営業利益は500百万円となりました。

鋼管事業（中国）

　　売上高は1,660百万円、営業利益は196百万円となりました。

　不動産賃貸事業

　　売上高は88百万円、営業利益は35百万円となりました。

 

(2）キャッシュ・フロー

　当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動によ

るキャッシュ・フローの増加2,182百万円と投資活動によるキャッシュ・フローの減少1,245百万円と財務活動によ

るキャッシュ・フローの増加248百万円があり、前連結会計年度末に比べ1,366百万円増加し、17,759百万円となり

ました。

・営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動の結果、2,182百万円の資金を得ました。これは主に、税金等調整前中間純利益1,507百万円、減価償却

費の計上561百万円、仕入債務の増加908百万円による増加と、法人税等の支払額368百万円の減少によるもので

す。

・投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動の結果、資金は1,245百万円の減少となりました。これは主に貸付金の回収による393百万円の増加と、

有形固定資産の取得による支出1,598百万円の減少によるものです。

・財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動の結果、資金は248百万円の増加となりました。これは主に短期借入金が394百万円増加したものの、配

当金の支払130百万円等により資金が減少したことによります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当中間連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

鋼管事業

日本 20,592 －

米国 7,038 －

中国 1,660 －

合計 29,291 －

（注）１．金額は販売価格によるものです。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

(2）商品仕入実績

　当中間連結会計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

鋼管事業

日本 748 －

米国 － －

中国 － －

合計 748 －

　（注）　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

(3）受注状況

　当中間連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
受注高

（百万円）

前年同期比

（％）

受注残高

（百万円）

前年同期比

（％）

鋼管事業

日本 20,126 － 4,598 －

米国 6,872 － 695 －

中国 2,816 － 1,156 －

合計 29,816 － 6,449 －

　（注）　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　　

(4）販売実績

　当中間連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

　

鋼管事業

日本 　19,737 －

米国 　7,038 －

中国 　1,660 －

　 計 　28,436 －

不動産賃貸事業 日本 　88 －

合計 　28,525 －

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。

相手先

前中間連結会計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

住友商事株式会社 － － 9,400 33.0

住金物産株式会社 － － 3,791 13.3

３．本表の金額には消費税等は含まれておりません。

４．住金物産株式会社は、日鐵商事株式会社と平成25年10月１日をもって合併し、日鉄住金物産株式会社となり

ました。
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３【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。　

　

４【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。
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５【経営上の重要な契約等】

（新日鐵住金株式会社による当社の完全子会社化及び当社と日鉄鋼管株式会社の合併に係る基本合意）

　本年４月26日、当社及び新日鐵住金株式会社（以下、新日鐵住金という。）は、本年８月１日を効力発生日とし
て、新日鐵住金を株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下、本株式交換という。）
契約を締結いたしました。
　本株式交換の効力発生日に先立ち、当社の普通株式は株式会社東京証券取引所市場第一部において、本年７月29
日に上場廃止いたしました。
　また、同年４月26日、当社、新日鐵住金及び日鉄鋼管株式会社（以下、日鉄鋼管という。）は、本株式交換の効
力発生後、更なる競争力強化を目指し、当社と日鉄鋼管が本年10月１日を効力発生日として合併（以下、本合併と
いう。）することを中心とした、３社が営む電縫管事業を再編（以下、本再編という。）することについて基本合
意に達し、基本合意書を締結いたしました。　
　
　（本株式交換及び本合併の目的）

　自動車・建産機及び土木・建築の両分野における内需の低迷、自動車メーカー及び自動車部品メーカーの海外展

開の加速や自動車の軽量化をはじめとするニーズの高度化という需要環境の下、国内生産基盤の効率化、海外事業

の展開、技術開発の強化を図っていく必要があります。このような国内外事業の競争力強化と事業の成長のために

は、新日鐵住金グループの経営資源を有効活用し、同グループとより一体となった経営をタイムリーに進める必要

があり、そのため、本株式交換及び本合併を中心とした本再編を進めることといたしました。

　

（本株式交換の要旨）

(1)株式交換の日程

　 本株式交換契約締結の取締役会決議日（両社）　　　　平成25年４月26日

　 株式交換契約締結日（両社）　　　　　　　　　　　　平成25年４月26日

　 株式交換承認定時株主総会開催日（当社）　　　　　　平成25年６月27日　

　 最終売買日（当社）　　　　　　　　　　　　　　　　平成25年７月26日

　 上場廃止日（当社）　　　　　　　　　　　　　　　　平成25年７月29日

　 株式交換日（効力発生日）（両社）　　　　　　　　　平成25年８月１日

　

(2)本株式交換の方式

　新日鐵住金を株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換になります。新日鐵住金について

は、会社法第796条第３項に基づき、株主総会の承認を必要としない簡易株式交換の手続きにより、また当社につい

ては、平成25年６月27日開催の当社の株主総会における本株式交換の承認により、平成25年８月１日を効力発生日

として行われました。

(3)本株式交換に係る割当ての内容　

　 　 　 新日鐵住金 当社　

　本株式交換に係る割当ての内容 1 3.75

　本株式交換により交付する株式数 普通株式 52,607,103株　

　当社の普通株式１株に対して、新日鐵住金の普通株式3.75株を割当て交付いたしました。

　ただし、新日鐵住金が保有する当社の普通株式 18,681,875株（平成25年４月26日現在）については、本株式交換

による株式の割当ては行いません。　

(4)株式交換比率の算定方法　

　当社は大和証券株式会社を、新日鐵住金はＳＭＢＣ日興証券株式会社を、株式交換比率の算定に関する第三者算

定機関としてそれぞれ選定いたしました。

　当社及び新日鐵住金は、それぞれの第三者算定機関から提出を受けた株式交換比率の算定結果を参考に慎重に検

討し、両社間で交渉・協議を重ねました。その結果、当社及び新日鐵住金は、それぞれ上記（3）の株式交換比率は

妥当であり、それぞれの株主の利益を損ねるものではないとの判断に至ったため、本株式交換契約を締結いたしま

した。　
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（本合併の要旨）　

(1)本合併の日程

　 基本合意書の締結　　　　　　　　　　　平成25年４月26日

　 合併契約の締結　　　　　　　　　　　　平成25年８月29日

　 合併の日（効力発生日）　　　　　　　　平成25年10月１日　

　

(2)本合併の方式、合併の対価

　本株式交換の効力発生により、当社は新日鐵住金の完全子会社になることから、完全子会社同士の合併として、

無対価による吸収合併を行いました。

(3)合併後の会社の名称

　日鉄住金鋼管株式会社

(4)合併する相手会社の名称

　日鉄鋼管株式会社

(5)日鉄鋼管の概要

・ 事業内容　機械構造用鋼管、一般構造用鋼管、配管用鋼管、電線管等、各種鋼管の製造・販売

・ 資本金 5,116百万円（平成25年３月31日現在）

・ 従業員数 （連結）674名（平成25年３月31日現在）

・ 大株主及び持株比率　　新日鐵住金株式会社(100%)　(平成25年３月31日現在)

・ 直近期の経営成績及び財政状態（連結）（平成25年３月期）

純資産　　15,988百万円

総資産 　 27,101百万円

売上高　　32,926百万円

営業利益 　1,371百万円

経常利益 　1,344百万円

当期純利益 　777百万円

 

（新日鐵住金が保有する海外事業会社株式等の当社への譲渡）

　当社は、平成25年８月29日開催の取締役会において、新日鐵住金の保有する、その海外子会社６社（以下、「取
得対象子会社」といいます。）の株式又は持分を当社が取得し、取得対象子会社を当社の子会社とすることを決議
いたしました。　
　なお、取得対象子会社は下記のとおりであります。
　
・THAI STEEL PIPE INDUSTRY CO., LTD.　（タイ）

・Siam Nippon Steel Pipe Co., Ltd. （タイ）

・Nippon Steel Pipe India Private Limited　（インド）

・NIPPON STEEL PIPE MEXICO,S.A.DE C. V. (メキシコ）

・NIPPON STEEL PIPE MEXICO SERVICIOS, S.A. DE C. V.　 (メキシコ）

・VIETNAM STEEL PRODUCTS, LTD. （ベトナム）　

　
　

６【研究開発活動】

 当社グループは、「総合高級溶接管メーカー」として、主要用途である自動車の安全確保・軽量化といった社会的

ニーズに立脚した研究開発に取り組んでおります。

　新日鐵住金グループとの連携による研究開発体制のもと、製造技術開発に加え、鋼管の加工技術にまで及ぶ自動車

部品開発を推進し、当社グループの将来を担う技術・商品開発に努めております。

　研究開発は、当社技術部と新日鐵住金技術開発本部鉄鋼研究所が中心になって推進しており、当中間連結会計期間

の鋼管事業(日本)の研究開発費は89百万円となっております。

　その主な内容は、自動車の軽量化と安全性能向上を目的とした「３次元熱間曲げ焼き入れ（３ＤＱ）」や「ハイド

ロフォーミング技術」などの鋼管利用技術の開発に68百万円、その他、従来部品からの高強度薄肉化や、丸棒から鋼

管への置き換えによる車両軽量化を狙った商品や、高機能ステンレス鋼管に関する開発等を行っております。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当中間連結会計期間の財政状態・経営成績及びキャッシュ・フローの分析は、以下のとおりであります。

（１）財政状態の分析

　中間連結貸借対照表の分析は以下のとおりであります。

（流動資産）

　当中間連結会計期間末は42,963百万円(前連結会計年度末40,816百万円)と2,147百万円増加しました。

　これは原材料及び貯蔵品が436百万円減少したものの、受取手形及び売掛金が1,073百万円、短期貸付金が845

百万円増加したこと等によるものであります。

（固定資産）

　当中間連結会計期間末は21,017百万円（前連結会計年度末19,662百万円）と1,354百万円増加しました。

　有形固定資産は新規投資により1,516百万円増加しました。

　また、投資その他の資産は、持分法による投資損失の計上により投資有価証券が減少したこと等により157百

万円減少しました。

（流動負債）

　当中間連結会計期間末は11,532百万円（前連結会計年度末9,933百万円）と1,598百万円増加しました。

　これは、支払手形及び買掛金が1,076百万円、短期借入金が394百万円増加したこと等によるものです。

（固定負債）

　当中間連結会計期間末は3,721百万円（前連結会計年度末3,701百万円）と19百万円増加しました。

　これは退職給付引当金が12百万円減少したものの、繰延税金負債が26百万円増加したこと等によるものであり

ます。

（純資産）

　当中間連結会計期間末は48,726百万円（前連結会計年度末は46,843百万円）と1,883百万円増加しました。

　これは配当金の支払により130百万円、自己株式の消却により15百万円減少したものの、連結中間純利益891百

万円の計上により利益剰余金が744百万円、為替換算調整勘定が713百万円、少数株主持分が409百万円それぞれ

増加したこと等によるものです。

（全体）

　当中間連結会計期間末の連結総資産は63,981百万円となり、前期比3,502百万円の増加となりました。

（２）経営成績の分析　

　これらの結果、当社グループの連結業績は、連結売上高は28,525百万円、連結営業利益は1,639百万円、連結経

常利益は1,585百万円、連結中間純利益は891百万円となりました。

　

（３）キャッシュ・フローの状況の分析

　キャッシュ・フローの状況については、「第２　事業の状況　１　業績等の概要」に記載しております。　
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資につきましては、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しておりま

す。設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しております。

　当中間連結会計期間において、前連結会計年度末において、計画中であった重要な設備の拡充について完了したも

のは、次のとおりであります。

　拡充

　シーモア・チュービング・インク（在外子会社）において、前連結会計年度末に計画しておりました溶接鋼管製造

設備の増設については、平成25年７月に完了し、７月から操業を開始しております。

　これにより同社の月生産能力は、1,500トン増加しました。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 　（注）平成25年９月26日開催の臨時株主総会決議により、平成25年10月１日付で定款変更が行われ、種類株式Ａが10

株増加し、発行可能株式総数は100,000,010株となっております。

　

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数（株）

(平成25年９月30日)

提出日現在発行数（株）

(平成25年12月19日)

上場金融商品取引所名又は

登録認可金融商品取引業協

会名

内容

普通株式 32,676,976 32,676,976 非上場 単元株式数 100株

計 32,676,976 32,676,976 － －

　　（注）当社は当中間会計期間末現在では単元株制度（単元株式数100株）を採用しておりましたが、平成25年９月26

日開催の臨時株主総会決議により、平成25年10月１日付で単元株制度に関する規定を削除する定款変更を行い

ました。よって提出日現在では単元株制度を採用しておりません。

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日

発行済株式

総数増減数

（株）

発行済株式

総数残高（株）

資本金増減額

（百万円）

資本金残高（百

万円）

資本準備金

増減額

（百万円）

資本準備金残高

（百万円）

平成25年７月31日(注) △33,460 32,676,976 － 4,801 － 3,885

　(注）　自己株式の消却による減少であります。

　

（６）【大株主の状況】

 平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

新日鐵住金株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目６番１号 32,676 100.00

計 － 32,676 100.00

　（注）平成25年８月１日効力発生の新日鐵住金株式会社との株式交換に伴い、当社は同社の完全子会社となっており

ます。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成25年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 32,676,900 326,769 －

単元未満株式 普通株式  　　　 76 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 32,676,976 － －

総株主の議決権 － 326,769 －

　

②【自己株式等】

　　　　　該当事項はありません。　

　

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】　

月別 平成25年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 969 1,161 1,005 1,170 － －

最低（円） 692 912 840 989 － －

　（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　　　　２．平成25年７月29日付で上場廃止し、新日鐵住金株式会社の完全子会社となったことに伴い、最終取引日であ

る平成25年７月26日までの株価について記載しております。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 － 川端　廣己 平成25年９月30日

非常勤監査役 － 尾﨑　達夫 平成25年９月30日

非常勤監査役　 － 高橋　郁夫 平成25年９月30日
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）に基づいて作成しております。

　

(3）前中間連結会計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）は四半期連結財務諸表を作成しているた

め、以下に掲げる中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書については、前中間連結会計期間との対比は行っておりません。　

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（平成25年４月１日から平成25年

９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間会計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）の中間財務諸

表について、有限責任あずさ監査法人により中間監査を受けております。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

　　前連結会計年度及び前事業年度　　　　　　有限責任監査法人 トーマツ

　　当中間連結会計期間及び当中間会計期間　　有限責任 あずさ監査法人　
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１【中間連結財務諸表等】
（１）【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,337 1,512

受取手形及び売掛金 7,260 8,333

商品及び製品 2,277 2,566

仕掛品 1,701 1,802

原材料及び貯蔵品 6,640 6,204

繰延税金資産 227 254

短期貸付金 15,423 16,269

未収入金 5,768 5,776

未収還付法人税等 110 165

その他 83 98

貸倒引当金 △14 △20

流動資産合計 40,816 42,963

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 9,178 10,253

減価償却累計額 △4,887 △5,171

建物及び構築物（純額） 4,290 5,081

機械装置及び運搬具 20,167 21,462

減価償却累計額 △16,579 △17,642

機械装置及び運搬具（純額） 3,588 3,820

工具、器具及び備品 1,410 1,447

減価償却累計額 △1,222 △1,231

工具、器具及び備品（純額） 188 215

土地 5,794 5,798

リース資産 60 60

減価償却累計額 △15 △21

リース資産（純額） 44 38

建設仮勘定 470 938

有形固定資産合計 14,376 15,893

無形固定資産 111 106

投資その他の資産

投資有価証券 4,138 3,962

投資不動産（純額） 668 651

繰延税金資産 58 49

その他 308 353

投資その他の資産合計 5,174 5,017

固定資産合計 19,662 21,017

資産合計 60,478 63,981
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,389 8,465

短期借入金 29 423

未払金
※2 1,910 ※2 1,694

未払法人税等 141 366

賞与引当金 374 376

その他 87 205

流動負債合計 9,933 11,532

固定負債

繰延税金負債 2,936 2,963

退職給付引当金 71 59

役員退職慰労引当金 96 112

資産除去債務 170 172

環境対策引当金 128 128

その他 297 285

固定負債合計 3,701 3,721

負債合計 13,635 15,254

純資産の部

株主資本

資本金 4,801 4,801

資本剰余金 3,885 3,885

利益剰余金 36,337 37,082

自己株式 △15 －

株主資本合計 45,009 45,770

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △897 △183

その他の包括利益累計額合計 △897 △183

少数株主持分 2,730 3,139

純資産合計 46,843 48,726

負債純資産合計 60,478 63,981
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②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】
【中間連結損益計算書】

（単位：百万円）

当中間連結会計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

売上高 28,525

売上原価 24,288

売上総利益 4,236

販売費及び一般管理費
※1 2,596

営業利益 1,639

営業外収益

受取利息 30

受取賃貸料 52

その他 27

営業外収益合計 110

営業外費用

支払利息 0

賃貸収入原価 27

固定資産除却損 3

持分法による投資損失 77

和解金 42

その他 12

営業外費用合計 164

経常利益 1,585

特別損失

合併関連費用 78

特別損失合計 78

税金等調整前中間純利益 1,507

法人税、住民税及び事業税 531

法人税等調整額 △9

法人税等合計 522

少数株主損益調整前中間純利益 985

少数株主利益 93

中間純利益 891
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【中間連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

当中間連結会計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

少数株主損益調整前中間純利益 985

その他の包括利益

為替換算調整勘定 954

持分法適用会社に対する持分相当額 75

その他の包括利益合計 1,030

中間包括利益 2,015

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 1,605

少数株主に係る中間包括利益 410
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
（単位：百万円）

当中間連結会計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 4,801

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 4,801

資本剰余金

当期首残高 3,885

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 3,885

利益剰余金

当期首残高 36,337

当中間期変動額

剰余金の配当 △130

自己株式の消却 △15

中間純利益 891

当中間期変動額合計 744

当中間期末残高 37,082

自己株式

当期首残高 △15

当中間期変動額

自己株式の取得 △0

自己株式の消却 15

当中間期変動額合計 15

当中間期末残高 －

株主資本合計

当期首残高 45,009

当中間期変動額

剰余金の配当 △130

中間純利益 891

自己株式の取得 △0

当中間期変動額合計 760

当中間期末残高 45,770
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（単位：百万円）

当中間連結会計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定

当期首残高 △897

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

713

当中間期変動額合計 713

当中間期末残高 △183

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △897

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

713

当中間期変動額合計 713

当中間期末残高 △183

少数株主持分

当期首残高 2,730

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

409

当中間期変動額合計 409

当中間期末残高 3,139

純資産合計

当期首残高 46,843

当中間期変動額

剰余金の配当 △130

中間純利益 891

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

1,123

当中間期変動額合計 1,883

当中間期末残高 48,726
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当中間連結会計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 1,507

減価償却費 561

合併関連費用 78

退職給付引当金の増減額（△は減少） △12

前払年金費用の増減額（△は増加） 11

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 16

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4

賞与引当金の増減額（△は減少） 1

受取利息及び受取配当金 △30

支払利息 0

持分法による投資損益（△は益） 77

売上債権の増減額（△は増加） △856

たな卸資産の増減額（△は増加） 263

その他の流動資産の増減額（△は増加） △17

仕入債務の増減額（△は減少） 908

その他の流動負債の増減額（△は減少） △144

その他の固定負債の増減額（△は減少） 3

その他 14

小計 2,390

利息及び配当金の受取額 232

利息の支払額 △0

合併関連費用の支払額 △71

法人税等の支払額 △368

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,182

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,598

無形固定資産の取得による支出 △9

その他 362

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,245

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 394

配当金の支払額 △130

少数株主への配当金の支払額 △1

リース債務の返済による支出 △14

自己株式の取得による支出 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 248

現金及び現金同等物に係る換算差額 180

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,366

現金及び現金同等物の期首残高 16,393

現金及び現金同等物の中間期末残高
※1 17,759
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。　
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（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社はスミテック鋼管株式会社、シーモア・チュービング・インク、広州友日汽車配件有限公司及びＳ

ＰＴアンドＳＣインベストメント株式会社の４社であります。　

　

２．持分法の適用に関する事項

　パナソニックエコソリューションズＳＰＴ株式会社、パナソニックＥＳスチールタイ株式会社、ＰＴ．インド

ネシア・ニッポン・スチール・パイプ、オートモーティブ・スチール・パイプ・インディア・プライベート・リ

ミテッドの４社に持分法を適用しております。

　なお、持分法を適用していない関連会社（ニッポン・スチール・パイプ・メキシコS.A.DE.C.Vと株式会社エヌ

ピー・エック）は、中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対

象から除いても中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の

適用範囲から除外しております。

　持分法適用会社のうち、オートモーティブ・スチール・パイプ・インディア・プライベート・リミテッドにつ

いては、当中間連結会計期間より重要性が高まったため、持分法の適用範囲に含めております。　

　

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

　連結子会社のうち、シーモア・チュービング・インク及び広州友日汽車配件有限公司の中間決算日は６月30日

であります。

　中間連結財務諸表の作成に当たっては、中間決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、中間連結決

算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。　

　

４．会計処理基準に関する事項

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主

として移動平均法により算定）を採用しております。

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産

　当社及び国内連結子会社は、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）

　ただし、貯蔵品のうち使用中のロール等については、取得価額（処分見込額控除後）の２分の１で評価し

ております。

　在外連結子会社は、先入先出法又は移動平均法による低価法

(ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（付属設備を除く）については定額法を採用しておりま

す。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。　

　建物及び構築物　　　14年～47年　

　機械装置及び運搬具　11年～14年　

　在外連結子会社は定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物　　　15年～31年　

　機械装置及び運搬具　10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法

　なお、主な耐用年数は自社利用のソフトウェア５年であります。　
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③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

④　投資不動産

　定額法

　なお、主な耐用年数は建物15年～50年であります。　

(ハ）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　当社及び国内連結子会社は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

　在外連結子会社は、主として特定の債権について回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　

　　当社及び国内連結子会社は、従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当中間連結会計期間

の負担額を計上しております。

③　退職給付引当金

　　当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しており

ます。

　　在外連結子会社のうちシーモア・チュービング・インクは、確定拠出型退職年金制度を採用しておりま

す。

　　なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定

率法により、翌連結会計年度から損益処理しております。

④　役員退職慰労引当金

　　当社及び国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計

上しております。

⑤　環境対策引当金　

　　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により、今後発生が見込まれるＰ

ＣＢ廃棄物の処理損失に備えるため、当該損失見込額を計上しております。

(ニ）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

　なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しております。　

(ホ）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。　

(ヘ）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理　

　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

②　法人税等の会計処理

　　当中間連結会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当期において予定している圧縮積立金の取崩

しを前提として当中間連結会計期間に係る金額を計算しております。
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（中間連結貸借対照表関係）

　１　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し債務保証を行っております。

　
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成25年９月30日）

無錫日鉄汽車配件有限公司 73百万円 76百万円

オートモーティブ・スチール・パイプ・イ

ンディア・プライベート・リミテッド
1,150 1,517

ニッポン・スチール・パイプ・メキシコ

S.A.DE.C.V.
352 403

計 1,576 1,997

　

※２　消費税等の取扱い

　　　当中間連結会計期間において、仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、流動負債の「未払金」

に含めて表示しております。

　

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
当中間連結会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

荷造及び発送費 952百万円

給与及び賃金 415

賞与 9

賞与引当金繰入額 72

退職給付費用　 29

役員退職慰労引当金繰入額 40

　

（中間連結株主資本等変動計算書関係）

当中間連結会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当連結会計年度期首
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式                 

普通株式（注）２ 32,710,436 － 33,460 32,676,976

合計 32,710,436 － 33,460 32,676,976

自己株式                 

普通株式（注）１,２ 33,443 17 33,460 －

合計 33,443 17 33,460 －

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加17株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。　

　　　２．普通株式の発行済株式の株式数の減少33,460株、普通株式の自己株式の株式数の減少33,460株は、取締

役会決議による自己株式の消却による減少であります。
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２．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年５月23日

取締役会
普通株式 130 4 平成25年３月31日 平成25年６月13日

　

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
当中間連結会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

現金及び預金勘定 1,512百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △16

短期貸付金　 16,263

現金及び現金同等物 17,759

　(注）　短期貸付金は、当社の申し出により随時返済を受けることができるため、現金及び現金同等物に含めておりま

す。
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（リース取引関係）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1）リース資産の内容

　有形固定資産

　システム及び通信関連機器（工具、器具及び備品）等であります。　

　

(2）リース資産の減価償却の方法

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 （ロ）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりでありま

す。

　

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

　 （単位：百万円）

　
前連結会計年度（平成25年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 43 42 0

合計 43 42 0

　

　 （単位：百万円）

　
当中間連結会計期間（平成25年９月30日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 中間期末残高相当額

工具、器具及び備品 8 8 －

合計 8 8 －

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の中間期末（期末）残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　

(2）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額等

　 （単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成25年９月30日）

未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 　 　

１年内 0 －

１年超 0 －

合計 0 －

（注）　未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の中間

期末（期末）残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。　

　

(3）支払リース料及び減価償却費相当額

　 （単位：百万円）

　
当中間連結会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

支払リース料 0

減価償却費相当額 0

　

(4）減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。　
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

　（１）金融商品に対する取組方針

　　当社グループは、資金運用については短期的な貸付・預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金

を調達しております。

　（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは与信管理規定に沿ってリスク低減を図っております。

　　借入金の使途は主に関連会社株式取得のための資金であります。

２．金融商品の時価等に関する事項　

　　中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

　

前連結会計年度（平成25年３月31日）

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 1,337 1,337 －

(2）受取手形及び売掛金 7,260 7,260 －

(3）短期貸付金 15,423 15,423 －

(4) 未収入金　 5,768 5,768 －

(5) 未収還付法人税等 110 110 －

資産計 29,900 29,900 －

(1）支払手形及び買掛金 7,389 7,389 －

(2）短期借入金 29 29 －

(3）未払金 1,910 1,910 －

(4）未払法人税等 141 141 －

負債計 9,471 9,471 －

　

当中間連結会計期間（平成25年９月30日）

　
中間連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 1,512 1,512 －

(2）受取手形及び売掛金 8,333 8,333 －

(3）短期貸付金 16,269 16,269 －

 (4) 未収入金 5,776 5,776 －

 (5) 未収還付法人税等　 165 165 －

資産計 32,058 32,058 －

(1）支払手形及び買掛金 8,465 8,465 －

(2）短期借入金 423 423 －

(3）未払金 1,694 1,694 －

(4）未払法人税等 366 366 －

負債計 10,950 10,950 －
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（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、(3)短期貸付金、(4)未収入金並びに(5)未収還付法人税等　

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。　

負　債

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、(3)未払金並びに(4)未払法人税等　

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。　　

　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 （単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成25年９月30日）

非上場株式 4,138 3,962

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上記には含

めておりません。

　

（有価証券関係）

前連結会計年度（平成25年３月31日）　

１．その他有価証券で時価のあるもの

　　該当事項はありません。

　

２．当連結会計年度に売却したその他有価証券（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　　該当事項はありません。

　

３．減損処理を行った有価証券

　　当連結会計年度において、投資有価証券について62百万円（その他有価証券62百万円）減損処理をおこ

なっております。

　

当中間連結会計期間（平成25年９月30日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　　該当事項はありません。

　

２．当中間連結会計期間に売却したその他有価証券（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

　　該当事項はありません。

　

３．減損処理を行った有価証券

　　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

前連結会計年度末（平成25年３月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

当中間連結会計期間末（平成25年９月30日）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。　
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（賃貸等不動産関係）

　当社は東京都及びその他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）等を所有しております。

　当中間連結会計期間における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は35百万円（主な賃貸収益は売上高に、主な

賃貸費用は売上原価に計上）であります。

　また、当該賃貸等不動産の中間連結貸借対照表計上額、当中間連結会計期間増減額及び時価は次のとおりであ

ります。

　 （単位：百万円）

　
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照

表計上額）
　 　

　 期首残高 695 668

　 期中増減額 △26 △17

　 中間期末（期末）残高 668 651

中間期末（期末）時価 3,275 2,910

（注）１．中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額

を控除した金額であります。

　　　２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な減少は減価償却費（32百万円）であります。当中間連結会計期間

の主な減少額は減価償却費（15百万円）であります。

　　　３．中間期末（期末）時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用い

て調整を行ったものを含む。）であります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は鋼管の製造・販売を行う「鋼管事業」と「不動産賃貸事業」を営み、「鋼管事業」について、国内にお

いては当社及び連結子会社が、海外においては各地域をそれぞれ独立した現地法人が事業活動を展開しておりま

す。　

　したがって、当社の報告セグメントは、「鋼管事業」、「不動産賃貸事業」とし、「鋼管事業」については

「日本」、「米国」、「中国」の３つを地域別の報告セグメントとしております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は会社間の取引であり、市場価格に基づいております。　

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　当中間連結会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

　 （単位：百万円）

　 報告セグメント　

合計　

　

調整額

(注１.２)

　

中間連結

財務諸表

計上額

（注３）　

　

鋼管事業
不動産賃貸

事業

日本 米国 中国 計 日本

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 19,737 7,038 1,660 28,436 88 28,525 － 28,525

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － － －

計 19,737 7,038 1,660 28,436 88 28,525 － 28,525

セグメント利益 891 500 196 1,588 35 1,624 15 1,639

セグメント資産 35,431 6,732 3,852 46,016 614 46,631 17,349 63,981

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費 333 128 83 545 15 561 － 561

（注）　１．セグメント利益の調整額15百万円はセグメント間取引消去によるものです。

　　　　２．セグメント資産の調整額17,349百万円には、当社の余剰運用資金（現金及び預金、短期貸付金）、長期投

資資金（投資有価証券）等が含まれております。

　　　　３．セグメント利益は中間連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。　
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【関連情報】

当中間連結会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　セグメント情報の中で同様の情報が開示されておりますので、記載を省略しております。　

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高　

　　セグメント情報の中で同様の情報が開示されておりますので、記載を省略しております。　

　

(2）有形固定資産

　 （単位：百万円）

日本 米国 その他 合計

11,272 3,357 1,263 15,893

　

３．主要な顧客ごとの情報

　 （単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

住友商事（株） 9,400 鋼管事業(日本)

住金物産（株） 3,791 鋼管事業(日本)

（注）住金物産株式会社は、日鐵商事株式会社と平成25年10月１日をもって合併し、日鉄住金物産株式

会社となりました。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当中間連結会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

　　該当事項はありません。 

　　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当中間連結会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

　　該当事項はありません。　

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当中間連結会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当中間連結会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 27円28銭

（算定上の基礎） 　

中間純利益金額（百万円） 891

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る中間純利益金額（百万円） 891

普通株式の期中平均株式数（株） 32,676,981

　（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　１株当たり純資産額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成25年９月30日）

１株当たり純資産額 1,349円96銭 1,395円08銭

（算定上の基礎） 　 　

純資産の部の合計額（百万円） 46,843 48,726

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） － －

（うち少数株主持分）（百万円） （2,730） （3,139）

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額

（百万円）
44,112 45,587

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末

（期末）の普通株式の数（株）
32,676,993 32,676,976
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（重要な後発事象）

（当社と日鉄鋼管株式会社の合併）

　平成25年４月26日、当社、新日鐵住金及び日鉄鋼管株式会社（以下、日鉄鋼管という。）は、更なる競争力強化
を目指し、当社と日鉄鋼管が平成25年10月１日を効力発生日として合併（以下、本合併という。）することを中心
とした、３社が営む電縫管事業を再編（以下、本再編という。）することについて基本合意に達し、基本合意書を
締結いたしました。
　当社は、平成25年８月29日開催の取締役会において、日鉄鋼管との間で、本合併に係る合併契約（以下、本合併
契約という）を締結することを決議し、同日付けで本合併契約を締結いたしました。
　本合併契約に基づき、当社は平成25年10月１日に日鉄鋼管を吸収合併いたしました。本合併の概要は次のとおり
であります。　
　
１．取引の概要　
(1)本合併の目的

　自動車・建産機及び土木・建築の両分野における内需の低迷、自動車メーカー及び自動車部品メーカーの海外展

開の加速や自動車の軽量化をはじめとするニーズの高度化という需要環境の下、国内生産基盤の効率化、海外事業

の展開、技術開発の強化を図っていく必要があります。このような国内外事業の競争力強化と事業の成長のために

は、新日鐵住金グループの経営資源を有効活用し、同グループとより一体となった経営をタイムリーに進める必要

があり、そのため、本合併を中心とした本再編を進めることといたしました。

　

(2)本合併の要旨　

①本合併の日程

　 基本合意書の締結　　　　　　　　　　　平成25年４月26日

　 合併契約の締結　　　　　　　　　　　　平成25年８月29日

　 合併の日（効力発生日）　　　　　　　　平成25年10月１日　

　

②本合併の方式、合併の対価

　当社及び日鉄鋼管は新日鐵住金の完全子会社であることから、完全子会社同士の合併として、無対価による吸収

合併を行いました。

　

③合併後の会社の名称

　日鉄住金鋼管株式会社

　

④合併する相手会社の名称

　日鉄鋼管株式会社

　

⑤日鉄鋼管の概要

・ 事業内容　機械構造用鋼管、一般構造用鋼管、配管用鋼管、電線管等、各種鋼管の製造・販売

・ 資本金 5,116百万円（平成25年３月31日現在）

・ 従業員数 （連結）674名（平成25年３月31日現在）

・ 大株主及び持株比率　　新日鐵住金株式会社(100%)　(平成25年３月31日現在)

・ 直近期の経営成績及び財政状態（連結）（平成25年３月期）

純資産　　15,988百万円

総資産 　 27,101百万円

売上高　　32,926百万円

営業利益 　1,371百万円

経常利益 　1,344百万円

当期純利益 　777百万円

　　

２．実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基づき「共通支配下の取
引」として処理しております。　
　

（２）【その他】

　　　　　　該当事項はありません。　
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２【中間財務諸表等】
（１）【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

（単位：百万円）

前事業年度
(平成25年３月31日)

当中間会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 36 31

売掛金 5,432 5,466

商品及び製品 1,639 1,937

仕掛品 807 874

原材料及び貯蔵品 6,195 5,659

前払費用 50 40

繰延税金資産 149 164

短期貸付金 15,163 16,355

未収入金 5,852 5,762

流動資産合計 35,325 36,291

固定資産

有形固定資産

建物 5,739 5,829

減価償却累計額 △2,924 △2,985

建物（純額） 2,815 2,844

構築物 947 962

減価償却累計額 △682 △702

構築物（純額） 265 259

機械及び装置 11,260 11,319

減価償却累計額 △9,464 △9,563

機械及び装置（純額） 1,796 1,756

車両運搬具 38 38

減価償却累計額 △34 △33

車両運搬具（純額） 4 5

工具、器具及び備品 970 936

減価償却累計額 △866 △822

工具、器具及び備品（純額） 103 113

土地 4,744 4,744

リース資産 52 52

減価償却累計額 △11 △16

リース資産（純額） 41 36

建設仮勘定 30 43

有形固定資産合計 9,800 9,803

無形固定資産

ソフトウエア 2 1

リース資産 77 69

その他 0 0

無形固定資産合計 80 71
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（単位：百万円）

前事業年度
(平成25年３月31日)

当中間会計期間
(平成25年９月30日)

投資その他の資産

投資有価証券 167 167

関係会社株式 4,825 4,825

出資金 121 121

関係会社出資金 359 359

従業員に対する長期貸付金 5 8

投資不動産（純額） 668 651

その他 155 196

投資その他の資産合計 6,303 6,331

固定資産合計 16,184 16,206

資産合計 51,509 52,497

負債の部

流動負債

買掛金 5,877 6,431

短期借入金 1,059 1,030

リース債務 27 27

未払金
※2 1,556 ※2 1,272

未払費用 － 48

未払法人税等 50 243

預り金 31 27

前受収益 20 12

賞与引当金 311 308

流動負債合計 8,934 9,402

固定負債

リース債務 97 83

繰延税金負債 2,430 2,387

退職給付引当金 5 4

役員退職慰労引当金 69 83

資産除去債務 170 172

環境対策引当金 128 128

長期預り保証金 195 198

固定負債合計 3,096 3,057

負債合計 12,031 12,459
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（単位：百万円）

前事業年度
(平成25年３月31日)

当中間会計期間
(平成25年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,801 4,801

資本剰余金

資本準備金 3,885 3,885

資本剰余金合計 3,885 3,885

利益剰余金

利益準備金 524 524

その他利益剰余金

設備改善積立金 10 10

配当準備積立金 230 230

圧縮記帳積立金 4,514 4,514

別途積立金 12,050 12,050

繰越利益剰余金 13,476 14,020

利益剰余金合計 30,806 31,350

自己株式 △15 －

株主資本合計 39,478 40,037

純資産合計 39,478 40,037

負債純資産合計 51,509 52,497
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②【中間損益計算書】
（単位：百万円）

当中間会計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

売上高 18,382

売上原価 15,710

売上総利益 2,671

販売費及び一般管理費 1,901

営業利益 770

営業外収益
※1 300

営業外費用
※2 77

経常利益 993

特別損失
※3 78

税引前中間純利益 915

法人税、住民税及び事業税 283

法人税等調整額 △58

法人税等合計 224

中間純利益 690
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③【中間株主資本等変動計算書】
（単位：百万円）

当中間会計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 4,801

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 4,801

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 3,885

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 3,885

資本剰余金合計

当期首残高 3,885

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 3,885

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 524

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 524

その他利益剰余金

設備改善積立金

当期首残高 10

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 10

配当準備積立金

当期首残高 230

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 230

圧縮記帳積立金

当期首残高 4,514

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 4,514

別途積立金

当期首残高 12,050

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 12,050
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（単位：百万円）

当中間会計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

繰越利益剰余金

当期首残高 13,476

当中間期変動額

剰余金の配当 △130

自己株式の消却 △15

中間純利益 690

当中間期変動額合計 543

当中間期末残高 14,020

利益剰余金合計

当期首残高 30,806

当中間期変動額

剰余金の配当 △130

自己株式の消却 △15

中間純利益 690

当中間期変動額合計 543

当中間期末残高 31,350

自己株式

当期首残高 △15

当中間期変動額

自己株式の取得 △0

自己株式の消却 15

当中間期変動額合計 15

当中間期末残高 －

株主資本合計

当期首残高 39,478

当中間期変動額

剰余金の配当 △130

中間純利益 690

自己株式の取得 △0

当中間期変動額合計 559

当中間期末残高 40,037

純資産合計

当期首残高 39,478

当中間期変動額

剰余金の配当 △130

中間純利益 690

自己株式の取得 △0

当中間期変動額合計 559

当中間期末残高 40,037
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

　

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

　　子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

　　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

(2）たな卸資産

　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

ただし、貯蔵品のうち使用中のロール等については、取得価額（処分見込額控除後）の２分の１で評価しており

ます。

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（付属設備を除く）については定額法）を採用しており

ます。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　14～47年

機械及び装置　　11～14年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法

　なお、主な耐用年数は自社利用のソフトウェア５年であります。

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産　

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(4）投資不動産

　定額法

　なお、主な耐用年数は建物15年～50年であります。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上することとしております。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当中間会計期間負担額を計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

　なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定率法によ

り、翌事業年度から損益処理しております。　

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく当事業年度末における支給見込額の当中間会計期間負担額

を計上しております。

(5）環境対策引当金

　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により、今後発生が見込まれるＰＣＢ廃

棄物の処理損失に備えるため、当該損失見込額を計上しております。
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４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準　

外貨建金銭債権債務は中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

(2）法人税等の会計処理

　当中間会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当期において予定している圧縮積立金の取崩しを前提と

して当中間会計期間に係る金額を計算しております。

　

（中間貸借対照表関係）

　１　保証債務

　次の出資会社について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

　
前事業年度

（平成25年３月31日）
当中間会計期間

（平成25年９月30日）

無錫日鉄汽車配件有限公司 73百万円 76百万円

オートモーティブ・スチール・パイプ・イ

ンディア・プライベート・リミテッド
1,150 1,517

ニッポン・スチール・パイプ・メキシコ

S.A.DE.C.V.
352 403

計 1,576 1,997

　　

※２　消費税等の取扱い

　当中間会計期間において、仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、流動負債の「未払金」に含

めて表示しております。

　

（中間損益計算書関係）

※１　営業外収益のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
当中間会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

受取配当金　 209百万円

受取賃貸料　 52

　

※２　営業外費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
当中間会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

賃貸収入原価　 27百万円

和解金　 42

　

※３　特別損失のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
当中間会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

合併関連費用　 78百万円

　　

　４ 減価償却実施額

　
当中間会計期間

（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

有形固定資産 280百万円

無形固定資産 9
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（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当事業年度期首株式
数（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

普通株式（注）１,２ 33,443 17 33,460 －

合計 33,443 17 33,460 －

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加17株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　　　２．普通株式の自己株式の株式数の減少33,460株は、取締役会決議による自己株式の消却による減少であ

ります。
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（リース取引関係）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1）リース資産の内容

　有形固定資産

　システム及び通信関連機器（工具、器具及び備品）等であります。

　

(2）リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「２．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりでありま

す。

　

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

　 （単位：百万円）

　
前事業年度（平成25年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 43 42 0

合計 43 42 0

　

　 （単位：百万円）

　
当中間会計期間（平成25年９月30日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 中間期末残高相当額

工具、器具及び備品 8 8 －

合計 8 8 －

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の中間期末（期末）残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　

(2）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額等

　 （単位：百万円）

　
前事業年度

（平成25年３月31日）
当中間会計期間

（平成25年９月30日）

未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 　 　

１年内 0 －

１年超 0 －

合計 0 －

（注）　未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の中間

期末（期末）残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　

(3）支払リース料及び減価償却費相当額

　 （単位：百万円）

　
当中間会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

支払リース料 0

減価償却費相当額 0

　

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。　
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（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式（前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式4,401百万円、関連会社株式423百

万円、当中間会計期間の中間貸借対照表計上額は子会社株式4,401百万円、関連会社株式423百万円）は、市場価

格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　

（資産除去債務関係）

前事業年度末（平成25年３月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

当中間会計期間（平成25年９月30日）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。　

　

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当中間会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 21円13銭

（算定上の基礎）     

中間純利益金額（百万円） 690

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る中間純利益金額（百万円） 690

普通株式の期中平均株式数（株） 32,676,981

　（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

　

　１株当たり純資産額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（平成25年３月31日）
当中間会計期間

（平成25年９月30日）

１株当たり純資産額 1,208円13銭 1,225円26銭

（算定上の基礎）         

純資産の部の合計額（百万円） 39,478 40,037

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） － －

（うち新株予約権）（百万円） （－） （－）

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額

（百万円）
39,478 40,037

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末

（期末）の普通株式の数（株）
32,676,993 32,676,976

　

EDINET提出書類

日鉄住金鋼管株式会社(E01252)

半期報告書

46/54



（重要な後発事象）

（当社と日鉄鋼管株式会社の合併）

　平成25年４月26日、当社、新日鐵住金及び日鉄鋼管株式会社（以下、日鉄鋼管という。）は、更なる競争力強化
を目指し、当社と日鉄鋼管が平成25年10月１日を効力発生日として合併（以下、本合併という。）することを中心
とした、３社が営む電縫管事業を再編（以下、本再編という。）することについて基本合意に達し、基本合意書を
締結いたしました。
　当社は、平成25年８月29日開催の取締役会において、日鉄鋼管との間で、本合併に係る合併契約（以下、本合併
契約という）を締結することを決議し、同日付けで本合併契約を締結いたしました。
　本合併契約に基づき、当社は平成25年10月１日に日鉄鋼管を吸収合併いたしました。本合併の概要は次のとおり
であります。　
　
１．取引の概要　
(1)本合併の目的

　自動車・建産機及び土木・建築の両分野における内需の低迷、自動車メーカー及び自動車部品メーカーの海外展

開の加速や自動車の軽量化をはじめとするニーズの高度化という需要環境の下、国内生産基盤の効率化、海外事業

の展開、技術開発の強化を図っていく必要があります。このような国内外事業の競争力強化と事業の成長のために

は、新日鐵住金グループの経営資源を有効活用し、同グループとより一体となった経営をタイムリーに進める必要

があり、そのため、本合併を中心とした本再編を進めることといたしました。

　

(2)本合併の要旨　

①本合併の日程

　 基本合意書の締結　　　　　　　　　　　平成25年４月26日

　 合併契約の締結　　　　　　　　　　　　平成25年８月29日

　 合併の日（効力発生日）　　　　　　　　平成25年10月１日　

　

②本合併の方式、合併の対価

　当社及び日鉄鋼管は新日鐵住金の完全子会社であることから、完全子会社同士の合併として、無対価による吸収

合併を行いました。

　

③合併後の会社の名称

　日鉄住金鋼管株式会社

　

④合併する相手会社の名称

　日鉄鋼管株式会社

　

⑤日鉄鋼管の概要

・ 事業内容　機械構造用鋼管、一般構造用鋼管、配管用鋼管、電線管等、各種鋼管の製造・販売

・ 資本金 5,116百万円（平成25年３月31日現在）

・ 従業員数 （連結）674名（平成25年３月31日現在）

・ 大株主及び持株比率　　新日鐵住金株式会社(100%)　(平成25年３月31日現在)

・ 直近期の経営成績及び財政状態（連結）（平成25年３月期）

純資産　　15,988百万円

総資産 　 27,101百万円

売上高　　32,926百万円

営業利益 　1,371百万円

経常利益 　1,344百万円

当期純利益 　777百万円

　　

２．実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基づき「共通支配下の取引」
として処理しております。　

　

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第157期）（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）平成25年６月27日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類　

　平成25年６月27日関東財務局長に提出　

(3）臨時報告書

　平成25年５月２日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（提出会社の株式交換完全子会社化）の規定に基づく

臨時報告書であります。

　平成25年５月２日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３（提出会社の吸収合併）の規定に基づく臨時報告書

であります。　

　平成25年５月23日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４（提出会社の会計監査人の異動）の規定に基づく臨

時報告書であります。

　平成25年７月４日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基

づく臨時報告書であります。

　平成25年９月６日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第８号の２（子会社の取得）の規定に基づく臨時報告書であり

ます。

(4) 臨時報告書の訂正報告書　

　平成25年９月６日関東財務局長に提出

　平成25年５月２日提出の臨時報告書（提出会社の吸収合併）に係る訂正報告書であります。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

平成25年12月16日

日鉄住金鋼管株式会社

 取締役会　御中  

 

 有限責任　あずさ監査法人  　

　

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 木　村　弘　巳　　印

　

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 戸　谷　且　典　　印

 　

　

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日鉄住金鋼管株式会社（旧会社名：住友鋼管株式会社）の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年

度の中間連結会計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書、中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について中間監査を行った。

　

中間連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中間連結財務諸

表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を

作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関し

て投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を

策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続

の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間連結

財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用

な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め中間連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、日鉄住金鋼管株式会社（旧会社名：住友鋼管株式会社）及び連結子会社の平成25年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。
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強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成25年10月１日をもって日鉄鋼管株式会社と経営統合を行ってい

る。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

　

その他の事項

「経理の状況」に掲げられている日鉄住金鋼管株式会社（旧会社名：住友鋼管株式会社）の平成25年３月31日をもって

終了した前連結会計年度の連結財務諸表は、前任監査人によって監査が実施されている。前任監査人は当該連結財務諸表

に対して、平成25年６月27日付けで無限定適正意見を表明している。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社
が別途保管しております。

２．中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。　
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

平成25年12月16日

日鉄住金鋼管株式会社

 取締役会　御中  

 

 有限責任　あずさ監査法人  

　

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 木　村　弘　巳　　印

　

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 戸　谷　且　典　　印

　

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日鉄住金鋼管株式会社（旧会社名：住友鋼管株式会社）の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第158期事

業年度の中間会計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

　

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行っ

た。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これ

に基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一

部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表

の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択

及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示

に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日鉄住金鋼管株式会社の平成25年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成25年４月１

日から平成25年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。
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強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成25年10月1日をもって日鉄鋼管株式会社と経営統合を行ってい

る。

当該事項は、監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

　

その他の事項

「経理の状況」に掲げられている日鉄住金鋼管株式会社（旧会社名：住友鋼管株式会社）の平成25年３月31日をもって

終了した前事業年度の財務諸表は、前任監査人によって監査が実施されている。前任監査人は当該財務諸表に対して、平

成25年６月27日付けで無限定適正意見を表明している。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。　
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